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海中の無人機に効率良く大電力を
伝送できるワイヤレス給電アンテナの開発
小川 誠　山本 満

1. はじめに

近年、海洋開発では、海底資源の調査活動や海底設備
の設置、メンテナンスなどにおいて、無人機（電動）の活
用が進められています。無人機の活用はその電力供給の
方法として、海上からの有線による供給と燃料電池や搭載
バッテリーからの供給があります。有線の場合は移動範
囲が狭くなること、バッテリー駆動の場合は稼働時間が短

くなるという課題があります。図1にバッテリー駆動の場
合の海中無人機の運用サイクル例を示します。このサイク
ルでは、人によるバッテリー交換が必要で、浮上から揚収、
再度現場に戻るまでに時間を要し、本来必要とされる調
査・点検の実働作業時間が全体の1割程度にとどまりま
す。これら運用稼働効率の課題を改善するため、海中にお
ける充電の必要性が高まっています。

図2に海中における無人機の運用例を示します。さま
ざまなセンサーおよび海中無人機、無人建築機械などに
よる調査・点検作業や海洋環境の監視作業などに対し、

本稿では、海中での無人機運用に重要となる海中ワイヤレス給電（充電）アンテナの開発について紹介します。広大な海洋では状況把握、
資源調査や採掘･採取を行う設備の開発などに関する研究や産業が進展し、昨今では、ドローンと同様に無人機が海中でも広く活用され
ています。しかし、海中での無人機運用は有線給電では移動範囲が狭く、バッテリー駆動では稼働時間が短いという課題があるため、運
用効率を改善するために海中でのワイヤレス給電の開発に着手してきました。NECで研究開発した独自のアンテナ技術により50W級
の海中用アンテナを実現しましたが、容量が小さく適用範囲が限定的となるため、実用レベルのキロワット級へと開発を進めました。

ワイヤレス給電／非接触型電力伝送／Underwater Wireless Power Transfer
Keyｗords

要  旨

図1　バッテリー駆動時の海中無人機の運用サイクル例 図2　海中における無人機の運用例

陸上局衛星

海洋環境
モニタリング

海中脅威の監視

海底資源調査

海洋建設

海洋生物調査

海底の給電ステーションから
海中無人機や無人建築機械へ給電

海底設備点検

12%

調査・点検
沈降

バッテリー交換

投入

本来の作業時間が
1割のみ

19%

揚収

浮上 25%

25%

13%

6%

未来の社会を支える最先端技術 ～ 社会に浸透してゆく先端技術

121NEC技報／Vol.74 No.1／安全・安心・公平・効率を提供する社会インフラ特集



図3　海中用アンテナの構造

海中給電により運用稼働効率を改善することが本開発の
目的です。

2. 海中における給電技術の課題

空中ではコネクタやピンを勘合する接触型の給電は容
易ですが、海中では、防錆や水密構造が必要であり、また
接触部へのゴミの混入などによる短絡の発生などが生じ
るため容易ではありません。更に、無人機が潮流で流され
ることから精密に勘合することが困難であり、実施するた
めには大規模な誘導装置が必要になるなど、厳しい制約
条件が発生します。したがって、海中では、シンプルで制
約の少ない非接触型による給電技術が有効です。ただし、
非接触型であっても、海洋生物の付着などが生じるため、
付着状態でも給電できるよう、送受信間距離（離間距離）
が広いことが重要となります。

非接触型給電にはさまざまな方法がありますが、スマー
トデバイスや電気自動車向けに実現されている空中のワイ
ヤレス給電技術をそのまま海中へは技術転用できません。
海中では空中に比べて媒質内のエネルギー損失が大きい
ため、電力の伝送効率が極端に低下するからです。これら
により、海中においても高効率かつ大電力伝送ができる
技術が必要となります。

3. 海中給電技術の開発

NECは、海中において送受アンテナ間の離間距離が離
れても高電力伝送効率を実現可能な給電技術を開発しま
した。その重要要素となるのが、海中用アンテナです。ワ
イヤレス給電では、電界と磁界からなる電磁界エネルギー
を用いて電力伝送を行うのが一般的です。電磁波が数m
以上伝搬する遠方界においては、磁界と電界エネルギー
が互いに影響しながら伝搬します。一方、数cm～数十
cm程度しか伝搬しない距離の近傍界では、磁界エネル
ギーまたは電界エネルギーのどちらかが主となり、送信側
から受信側へと電力が伝送されます。磁界エネルギーは
媒質（空気、真水、海水）に依存せず、伝搬特性に変化は
ありません。一方、電界エネルギーを活用する場合は媒質
に大きく依存し、海中では特別な現象が見られます。塩分

（NaCl）が主成分である海水では、電界を印加することに
より、Na+及びCl－イオンが移動し電流が流れることが知

られています。すなわち、海中において送信アンテナから
放出された電界エネルギーは、電荷（イオン）が移動する
際の運動エネルギーとして消耗するため、電界エネルギー
の伝搬損失が空中に比して大きくなり、受信アンテナへの
到達エネルギーが極小となってしまうわけです。この課
題に対して、電界エネルギーをいったんアンテナの送信回
路網内に閉じ込め、その後貯め込んだ大きな電界エネル
ギーを放射する方法を考案しました1）2）。具体的には、上
下のスパイラルコイル間に比較的誘電率の高い誘電体層を
入れ（図3）、アンテナ自体を大きな並行平板コンデンサと
して見立てた構造です。これにより、強い電界エネルギー
が放出でき、遠距離伝搬が可能になります。この構造を

「誘電体アシスト構造」と呼びます。なお、送信側と受信
側のアンテナは共振現象を利用し、エネルギーを最大限
に電力伝送するためにともに同じ構造としています。

4. 50W級アンテナの性能確認

開発した誘電体アシスト構造によるアンテナの有効性を
実証する必要がありますが、50Wを超える入力電力のワ
イヤレス給電装置には電波法上免許が必要となるため、そ
れ以下で動作させる50W級のアンテナを製造して基本
性能を確認しました。50W級のアンテナ（幅30cm×高
さ30cm×厚さ3cm）の外観写真を図4に示します。高
誘電体層を上下スパイラルコイルで挟み込み、樹脂でコー
ティングしています。

海中にて、本50W級アンテナの磁界及び電界の伝搬特
性を計測しました。磁界の伝搬特性の計測結果は媒質に
依存せず、空気、真水、海水と異なった媒質においてもシ
ミュレーション通り同じになり、変化がないことを確認し
ました。一方、電界の伝搬特性は、図5に示すように、空
中における傾き0.66dB/cmに対し、海中の傾き0.29 
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dB/cmと送受アンテナ間の離間距離に対する伝搬損失
を半分程度に抑え込むことができ、「誘電体アシスト構
造」の有効性を確認することができました。

更に、送受アンテナ間の離間距離と電力伝送効率の計
測結果を図6に示します。誘電体アシスト構造では、送受
アンテナ間の離間距離10cmで67%の電力が伝送でき
ることが確認できました5）。この67%という効率は、ス
マートフォンで適用されている電磁誘導方式において約
1cmの離間距離、電気自動車で適用されている磁界共鳴

方式においても約2cmの離間距離と同等の値です。繰
り返しになりますが、誘電体アシスト構造によるNECが
開発したアンテナは、海中において送受アンテナ間の離間
距離が広い場合でも高い電力伝送効率の保持が可能なた
め、海中無人機などへの適用が大きく期待できます。　

50W級のアンテナで基本性能を確認しましたが、50W
ではわずか電球1個を灯す程度の電力量であり、適用先
が限定されてしまいます。多様なニーズへと対応するため
には、キロワット級のアンテナの開発が必要です。

なお、この50W級のアンテナは米国防省評価プログラ
ムFCT*にてトップの送受アンテナ間の離間距離性能と認
識され、米海軍からも大電力化への強い期待が示されて
います。

5. キロワット級アンテナの開発

50W級のアンテナでは基本性能を正確に把握するた
め、アンテナ内のスパイラルコイル形成は精緻な正対構造
の形成を目的として積層プリント基板の製造方式を採用
しました。しかし、キロワット級のアンテナの開発では、
大電流を流すため、より厚みのある1mm以上の平角銅線
によるコイル形成が必要です。そのため、製造プロセス自
体の見直しが必要となり、特に上下コイルを貼り合わせる
際の工程を変更しました。これにより、上下コイルとコイ
ル間に挟む高誘電体層との間に気泡や剥離による間隙が

図4　50W級アンテナの外観写真

図5　電界の伝搬特性（上：空中、下：海中）

図6　送受アンテナ間の離間距離と電力伝送効率
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できやすくなり、その間隙に電界が集中するために発生す
る部分放電問題が改めて顕在化しました。そこで、いくつ
かの誘電体層を用いた事前実験を通じて、部分放電問題
の対策を検討しました。その結果、ガラスクロス入りの層
間接着シートをコイル間の高誘電体層として使用すること
により絶縁強度の強化が期待できるようになりました。

現在、本製造プロセスに基づいたキロワット級アンテナ
の試作を行っている段階ですが、図7に示すように、入力電
力を50Wから500Wまで印加した電力伝送効率の評価
結果が得られています。計測条件は空中で、かつ送受アン
テナ間が密着状態の条件下となりますが、入力電力50W
では電力伝送効率が61.9%、その後、300W印加時あた
りから徐々に電力伝送効率は低下し、500Wの場合には
49.3%となることが確認されました。この電力伝送効率
の低下は、入力電力に応じた表皮効果の影響による電力
伝送路のインピーダンス不整合が原因であると推定してい
ます。大電力印加に対しても電力伝送効率60%以上保持
を目標として、可変整合器の付加を予定しています。

図8　入力電力ごとの海中における電界の伝搬特性

次に、送受アンテナ間の離間距離に対する電界強度の
伝搬特性を図8に示します。ここでは、入力電力を50W
から、先述の図7における電力伝送効率の低下が生じ始
める300Wまで変化させて評価を行っています。図8よ
り、入力電力の増加にしたがって電界強度が増え、かつ離
間距離に対する電界強度の変化差分（損失）が小さくなっ
ていることが分かります。これも誘電体アシスト構造の効
果であり、広離間距離に対して効率の良い大電力伝送が
できたことを示していると言えるでしょう。

6. むすび

海中無人機、無人建築機械などに海中で給電するため
の海中用アンテナとして誘電体アシスト構造を考案し、そ
の基本性能を50W級アンテナで実証しました。更に、実
用性を鑑み、より広範なニーズへも対応可能とするため、キ
ロワット級アンテナの開発に取り組みました。この大電力
化への対応は道半ばでありますが、製造プロセスの変更、
材料の見直し、事前実験などにより、入力電力500Wま
での電力伝送効率を確認することができました。今後は、
電力伝送路のインピーダンス変化に対応した可変整合器を
用い、大電力化に対する電力伝送効率の向上（目標:60%
以上）を図っていく予定です。更に、部分放電への耐性状
況を確認しながら、キロワットの電力印加についても評価
する予定です。キロワット級アンテナの実現により、海中
のワイヤレス給電の適用例が増え、近い将来、IoTが水中
の世界にも広がっていくものと期待しています。

本稿中での研究の一部は、公益財団法人日本財団に
おける水中での非接触型給電システムの開発（事業ID：
2018495335）の助成を受けたものです。図7　キロワット級アンテナの評価結果
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安全・安心・公平・効率を提供する社会インフラ特集によせて
社会インフラを通じて、すべての人が豊かさを享受できる社会の実現を目指すNECの取り組みについて

◇ 特集論文
社会システムのDX を実現する技術 ～ 政府・行政サービスのDX
デジタル・ガバメントを推進する、これからのクラウド活用
自治体DXに向けた取り組み
音声の可視化による学びの改革 協働学習支援ソリューション

社会システムのDX を実現する技術 ～ 放送システムのDX
映像流通DXが目指す新たな社会インフラ「映像プラットフォームサービス」
未来の放送業界のDXを支える映像符号化技術

社会システムのDX を実現する技術 ～ 空港のDX
空港の税関検査場の混雑緩和とスムーズな手続きを実現する税関検査場電子申告ゲート
顔認証を活用した新しい搭乗手続き「Face Express」（成田国際空港「One ID」）
GPSを利用した航空機進入着陸システム（GBAS）の開発
次世代に向けた航空交通管理への取り組み

社会システムを支えるセンシング技術 ～ 見えないところで活躍するセンシング技術
気候変動観測衛星（しきさい）を支えた光学センサ技術と成果
宇宙から見守るまちの安全・安心 ～衛星搭載合成開口レーダ活用サービス～
ミュオグラフィを活用した内部構造の観測
海中の音波をあやつる可変深度ソーナー
マスト中段配置型艦船用TACAN（電波灯台）アンテナの開発
画像解析を活用して鉄道の沿線検査業務を支援する「列車巡視支援システム」

社会システムを支えるセンシング技術 ～ 検知と認識のセンシング技術
電波識別技術の現状と将来
ディープラーニング技術を用いた指紋照合技術の現状と将来
顔の三次元情報の計測と顔画像照合への応用　
インビジブルセンシング技術によるウォークスルーセキュリティ検査

未来の社会を支える最先端技術 ～ 社会に浸透してゆく先端技術
ソフトウェア無線技術のその発展と取り組み
人工衛星運用における自動化・省力化技術
光が導く次世代の暗号技術「量子暗号」
重作業の省人化・無人化を実現するロボティクス技術
海中の無人機に効率良く大電力を伝送できるワイヤレス給電アンテナの開発

未来の社会を支える最先端技術 ～ 宇宙で活躍する先端技術
はやぶさ2 イオンエンジンと今後の展望
はやぶさ2 リュウグウへの高精度タッチダウンを実現した自律航法誘導制御
はやぶさ2の快挙をセンシング技術で支えた「衛星搭載ライダー」
はやぶさ2 システム設計と運用結果
高速・大容量のデータ通信を実現する光衛星間通信技術
美笹深宇宙探査用地上局向け30kW級X帯固体電力増幅装置の開発
世界最高性能の薄膜太陽電池パドルの開発
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